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省エネ機器に改修した市有施設

こども総合相談センター空調設備東部資源化センター受変電設備

小・中学校特別教室空調機器

市営住宅照明LED化



福岡市舞鶴庁舎



▲合流式下水道の改善（分流化のイメージ）

分流化
前

分流化
後

▲合流式下水道 整備地区▲未整備地区解消事業 整備地区
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公園新規整備のイメージ 街路樹新植のイメージ



〈3000A系車両導入〉

〈天神南～博多延伸〉
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〈撤去:イメージ〉

〈布設:イメージ〉



〈施工中〉

〈完成〉

【天神周辺の浸水状況（H11.6.29）】

 R4実施

 今後予定

 完了

 既設幹線

 対象区域（第２期事業　約180ha）

 全体計画区域

 地下街等地下施設

凡　　　例

〈事業平面図〉



〈重点地区の箇所図〉

重点地区 ３３地区

R4完了 ４地区

完了（R3末まで） ４地区

凡　　　　　　例



〈参考〉
福岡市の地球温暖化対策について



排出量

（万ｔ-ＣＯ2）

削減貢献
量、
吸収量

■家庭部門■業務部門■自動車部門■その他※
※廃棄物、産業、運輸（自動車除く）、フロン類、メタン等

①削減量について
これから減らす量

▲184万ｔ-ＣＯ2

めざす姿 カーボンニュートラルを実装した都市を目指して

2030年度目標
目標① 市域の温室効果ガス排出量:50％削減
目標② 市外への温室効果ガス削減貢献量、吸収量:100万t-CO2

※基準年度:2013年度、計画期間:2022～2030年度
※対象とする温室効果ガス:地球温暖化対策推進法第２条第３項に規定されている７種類

チャレンジ目標 2040年度 温室効果ガス排出量実質ゼロ



◇ ライフスタイル、ビジネススタイルの転換
（エシカル消費、ＥＳＧ指標、オンライン化 など）

◇ 将来の世代を見据える
（環境教育・学習の推進 など）

◇ 様々な主体とのパートナーシップ
（産学官・都市間連携、国際貢献、地域循環共生圏 など）

◇ 新たなイノベーションの積極的な取り込み
（スタートアップ、技術導入の支援 など）

②削減貢献量、吸収量について
●森林などにより炭素吸収
●再生可能エネルギーの市外への売電
●環境にやさしい製品やサービスを選ぶ
エシカル消費

●メタン発生抑制効果がある廃棄物
埋立技術「福岡方式」の海外普及
二酸化炭素の２５倍の温室効果がある
メタンの発生を抑制する技術として世界
２１か国に広がっています。

取組みを進める対象

取組みの視点
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補助額 （上限）

太陽光発電システム:2万円/kW
（集合住宅60万円、戸建住宅10万円）
蓄電池:40万円、V２Hシステム:20万円 他

補助枠

2億3,250万円 2億6,950万円

家庭部門

拡充

拡充

拡充

ﾄﾝ/年

△CO2

1,239

ﾄﾝ/年

△CO2

212

☆住宅用エネルギーシステムの導入補助 3億1,129万円【環境局】
・自家消費型の住宅用エネルギーシステムの普及のため、導入費用を補助

☆ＥＣＯチャレンジ応援事業 1,293万円【環境局】
・市民の脱炭素行動に対してポイント（交通系ICカードポイント）を付与
7/28に福岡市分2,000世帯の上限に到達（昨年度は9/12に到達）

エコアクションメニュー

食品ロスの削減や地産地消の推進など新規メニューを追加

募 集 世 帯

福岡市2,000世帯 ＋ 新宮町300世帯

ポイント付与数

年間上限5,000ﾎﾟｲﾝﾄ/世帯
さらに、省エネ家電購入に10,000ﾎﾟｲﾝﾄ/先着150世帯

拡充



ﾄﾝ/年

△CO2

963★省エネ家電買い替えキャンペーン 4億7,500万円【環境局】
・福岡市内の家庭における電力使用料金の負担軽減とともに、CO2の排出削減を図るため、
省エネ家電の購入(５万円以上)に対して1/3、最大３万円を補助するキャンペーンを実施

対象者

市内居住の世帯

対象家電

福岡市内の店舗（インターネット購入は除く）で
購入した省エネ基準達成率100％以上の
エアコン、冷蔵庫、照明、テレビ

補助額

対象家電の購入合計金額（５万円以上）に対して
・補助率１／３、補助上限額３万円
・申請限度 １世帯１回まで
※何品目でも購入可、合計購入金額に対しての補助
※８月１日より申請受付開始

補助枠

４億５千万円（想定補助世帯数 15,000世帯）

家庭部門



←市政だより
R5.7.1号
同時印刷物

広報・啓発
①市政だより同時印刷物の全戸配布（約８７万世帯へ配布）
例年市政だより７月１日号で同時広報物を配布



②SNSでの情報発信
・ECOチャレンジインスタグラム（令和４年５月開設）
週２回程度記事投稿

・ふくおかサポート（令和５年３月末サービス開始）
プッシュ型情報発信

③福岡市環境局HP（温暖化対策・エネルギー政策）

⑤小学生、中学生向け副読本

中学校向け副読本

・各部門別での取組み（支援策）
・温暖化対策に関する現状と計画、方針
・チャレンジ!脱炭素社会 等掲載

・「わたしたちのまちの環境」市内全小学５年生に配布
・「地球温暖化のはなし～私たちの未来のために～」中学生を対象に作成、

指導者用冊子を作成し活用を案内

④出前講座
「環境・エネルギー対策推進員」による出前講座の実施

【テーマ】

【受講団体】
公民館、校区環境活動委員会、小・中学校、大学、企業 等

・今、私たちの未来のためにできること～「脱炭素社会」の実現に向けて～
・育てよう!緑のカーテン

広報・啓発



業務部門

LED

★事業所の省エネ設備導入支援事業 4,800万円【環境局】
・省エネ設備（照明・空調）の更新費用を補助

★事業所のPPAによる再エネ設備導入支援事業 1,300万円【環境局】

ﾄﾝ/年

△CO2

268

ﾄﾝ/年

△CO2

290

補助額（上限）

機器費の1/3以内（100万円）

補助対象設備

・ LED照明（同時に導入する調光設備も含む）
・ 高効率空調設備の更新
・ 高効率換気設備の導入または更新

補助対象者

中小企業者等

補助枠
4,000万円

電気代がお得に

補助額（上限）

①FIT・FIPによる売電の制限なし １kW当たり２万円 （40万円）
②FIT・FIPによる売電不可 １kW当たり５万円（100万円）

補助対象設備

オンサイトPPA方式により導入する太陽光発電設備

補助対象者

PPA事業者

補助金により
料金単価を減額

・PPAで太陽光発電設備を設置する際の設備費用を補助

ＰＰＡとは
Power Purchase Agreement(電力購入契約)の略。
PPA事業者が、需要家の敷地内に太陽光発電設備をPPA事業者の費用に
より設置し、所有・維持管理をした上で、発電設備から発電された電気を需要
家に供給する仕組み。



業務部門
★脱炭素建築物誘導支援事業 5,500万円【環境局】
・ビルのZEB化、集合住宅のZEH-M化に係る設計費用を補助

ﾄﾝ/年

△CO2

7,960

補助額

ゼロエネルギー･ビル

補助額

ゼロエネルギー･マンション

補助額

補助額

★中小企業における脱炭素経営サポート事業 802万円【経済観光文化局】

専門家による伴走支援
【支援内容】
温室効果ガス排出量計測
脱炭素経営の実現に向けた戦略策定等

・脱炭素経営への一歩を踏み出したいという中小企業向けに基本知識や取り組みのメリットの紹介、
ＣＯ２排出量計測・可視化を体験するセミナーを開催

・本格的に脱炭素経営に取り組む意欲のある中小企業に対して専門家による伴走支援も実施

デジタルツール体験型セミナー
• 「中小企業が直面する脱炭素経営の課題

とチャンス」をテーマに、脱炭素経営に取り組
む重要度、メリットを解説。

• サンプルデータを用いて、CO2排出量を
算定し、見える化を体験



令和５年度「カーボンニュートラルパッケージ」 スタート!!

過去最大の
補助規模!

１.市民向けメニュー

２.事業者向けメニュー

３.予算規模

5月9日 福岡市環境局 リリース

○過去最大の補助規模 ４億5,875万円

○CO２削減効果（見込み） 年間計10,396トン
森林面積約2,040ha（福岡ドーム295個分）のCO2吸収量に相当

 住宅用エネルギーシステムの導入補助
 電気自動車・燃料電池自動車等の購入補助、充電設備設置補助
 ECOチャレンジ応援事業

 事業所のＰＰＡによる再エネ設備導入支援事業
 脱炭素建築物誘導支援事業
 事業所の省エネ設備導入支援事業



業務部門
福岡グリーンイノベーションチャレンジ 【経済観光文化局】
市内中小企業のカーボンニュートラルに資する製品・サービス開発等を支援
【令和４年度実績】

アークエルテクノロジーズ株式会社 :脱炭素シミュレーター
オングリットホールディングス株式会社:インフラ監視システム
株式会社Kyulux :高耐久化技術を用いた有機ELデバイス
株式会社JCCL :スケールアップに向けたCO2分離モジュール

こども病院跡地における脱炭素の推進【住宅都市局】
跡地活用の事業者公募の評価基準の項目に「脱炭素社会の実現に関する取組み」を設定し、脱炭素化を誘導

【優先交渉権者の提案内容】
・医療施設をZEB Ready、マンションをZEH－M Ready及びOrientedで建設
・敷地内使用電力の再生可能エネルギー100％の推進
・FCV・EVの導入、EVカーシェア、EVスタンドの設置
・敷地面積30％超の緑化、建築材における福岡市内産木材の活用 等

【スケジュール（予定）】
令和５年度中 土地引渡し
令和９年春 開業（一部11月）



船舶への陸上電力供給

停泊船舶

陸上電力
供給設備

アイドリングストップ
（CO2削減）

博多港脱炭素化推進事業（カーボンニュートラルポート形成推進）２億8,128万円
【港湾空港局】

「博多港カーボンニュートラルポート（CNP）形成計画」の策定（令和５年度中の策定）

官民で連携し博多港におけるカーボンニュートラルポートの形成の推進を図るため、ＣＮＰ形成計画を策定

【計画における目標】
2030年度 CO2排出量を2013 年度比で50％削減（外航船舶については 20%削減）
2040年度 温室効果ガス排出量実質ゼロ

☆コンテナヤード等における照明のLED化

★市有船舶（清掃船）におけるバイオ燃料導入の実証実験

★陸上電力供給設備の導入検討

※バイオ燃料とは
バイオマス（生物資源）を原料とする燃料のことで、

化石燃料を代替するカーボンニュートラルな燃料として利用拡大が期待されている。

コンテナヤード照明のLED化



消費エネルギーゼロでCO2を削減
放射冷却素材 『SPACECOOL』 の実証実験スタート!!

自治体初!

大原メガソーラー発電所

パワコンルーム

太陽光と大気からの熱をブロックし熱を放射する特性を持つフィルム『SPACECOOL』をメガソーラー発電所に設置する
２つのパワーコンディショナー※ルーム（以下、パワコンルーム）の内、1つの天面と側面に設置し、パワコンルームの冷却に
使用したエアコンの電力量を比較することで、本製品による省エネ効果及び温室効果ガスの削減効果を確認します。

※実施事業者:SPACECOOL株式会社

ス ペ ー ス ク ー ル

※太陽電池で発電した直流電気を家庭やビル等で使える交流電気に変換する機器

『SPACECOOL』
貼付

エアコンによる
温度減エアコンによる

温度減

SPACECOOL
による温度減

←設定温度

ゼロエネルギー
で温度低減

パワコンルーム



自動車（モビリティ）部門

自転車通行空間の整備 5億1,000万円【道路下水道局】
＜令和５年度の主な予定箇所＞
市道博多姪浜線（昭和通り）,一般県道内野次郎丸弥生線
主要地方道志賀島和白線（海の中道）

自転車通行帯整備例

法人を対象としたＦＣＶ購入補助 600万円【経済観光文化局】
2,875 5,375

10 5 60 100

100
1 20自宅の再生可能エネルギー由来電力で

充電を行うＥＶは補助額に５万円加算!!

さらに!!!

拡充 2,000

★☆次世代自動車の普及に向けた取組み 1億4,130万円【環境局】
・電気自動車・燃料電池自動車等の購入補助 ・充電設備設置補助

ﾄﾝ/年

△CO2

479

シェアサイクルの推進 【道路下水道局】
・都心部より順次エリアを拡大し、市はポート確保などを支援
シェアサイクルポート数:618か所（令和４年度末時点）

DX（電子申請等）の推進 【総務企画局、消防局、市民局、区役所 ほか全庁】
・各種手続きのオンライン化等により、区役所等への来庁が不要となることで、
自動車からの温室効果ガス排出量の削減が見込まれる



実施場所:西部地域交流センター「さいとぴあ」（西区西都２-１-１）内
事業内容:電気自動車２台（日産リーフ）によるカーシェアリング

協働事業者:タイムズモビリティ株式会社

★カーシェアリングの推進【環境局】
民間事業者と協働して、市有施設で再エネ100％電気を使ったＥＶカーシェアリングを実施

1 事業の概要

令和５年９月１日（金）～令和７年３月31日（月）まで（令和９年度末まで更新可）

２ 実施期間

再エネ
100％電気
で充電

役割分担:

・EVカーシェアリングの企画
・配置場所、充電設備
・再エネ100％電気 の提供

・ＥＶカーシェアリングの実施
（車両配置、サービス運営）

・配置場所の使用料
・充電にかかる電気代

×
の支払い

自動車（モビリティ）部門



列車発着連動の調光制御 人感センサーによる空調制御 太陽光発電パネル

「Ecoway Station」の実現に向けた取組
（既存駅と比較して消費エネルギーを50％削減）

地下鉄新駅での省エネ
車両の更新等による
CO2削減効果

約2,537トン／年

2000N系車両

・車両の省エネ機器への更新
・新造車両の軽量化
・トンネル内照明や駅構内の電照広告等のLED化

・博多駅空調への下水熱の利用 ⇒ 九州初!地下鉄では全国初!
・櫛田神社前駅への地中熱の利用 ⇒ 地下鉄駅で全国初!

櫛田神社前駅における取組み【交通局】

車両の省エネ化・駅照明等のLED化【交通局】

地下鉄駅における下水熱・地中熱の利用【交通局・道路下水道局】

環境にやさしい地下鉄の取組み



廃棄物部門
★プラスチックごみの分別収集に向けた取組み 5,840万円【環境局】
・プラスチックごみの分別収集導入に向け、課題を検証するため新たに戸別収集モデル事業を実施
・民間事業者に対し、市と連携したリサイクルを行う意向等を調査し、調査結果を踏まえ整備方針を検討

★ワンウェイプラスチック削減の啓発 50万円【環境局】
・地域等のイベントで環境配慮型容器を活用

☆ボトルtoボトルリサイクルの施行実施 【環境局】
・市が回収した全ての使用済みペットボトルを対象に、
ボトルtoボトルリサイクルを実施

ボトル to ボトル
（B to B）

資源が繰り返し循
環するリサイクル

環境配慮型容器へ!
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(1)計画名 福岡市における脱炭素化の推進（重点対策加速化事業関係）

(2)事業計画期間 令和５年度 ～ 令和９年度

(3)交付限度額 10億3,370万1千円（上記期間における交付限度額の合計）

(4)計画内容 ①太陽光発電設備の導入促進・支援 （ 836,944千円 ）

②省エネ設備の導入支援 （ 40,000千円 ）

③市有施設での改修時のZEB化誘導 （ 156,757千円 ）

(5)再エネ導入量 2,770kW

(6)ＣＯ２削減効果 約1,974ｔ-CO2／年

• 環境省は脱炭素事業に意欲的に取り組む地方公共団体等を複数年度にわたり、継続的かつ包括的に支援するため、
「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）」を創設

• 福岡市は令和５年２月に、この交付金の事業公募に申請し、同年４月、下記の内容で採択された。

【令和５年度の取組み 1億3,294万8千円】

(1) 事業所のＰＰＡによる再エネ設備導入支援事業

(2) 市有施設のＰＰＡによる再エネ設備導入事業

⇒ 業務部門の脱炭素化に向けて、本交付金を活用し更なる取組みを進めていく。

「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金（重点対策加速化事業）」の採択



再生可能エネルギー等施策

★まちづくりへの水素実装 １億5,586万円【経済観光文化局】

下水汚泥固形燃料化事業【道路下水道局】

・下水汚泥から下水汚泥固形燃料を製造し、
石炭の代替燃料として有価で販売
製品出荷量:7,124ｔ（令和４年度実績）

石炭の代替燃料

セメント工場固形燃料化

水素リーダー都市プロジェクト

下水バイオガス水素ステーションの運営等 7,831万円【経済観光文化局】

☆FCモビリティの導入 １億1,654万円【経済観光文化局、消防局、環境局】
・九州大学箱崎キャンパス跡地のまちづくりにおいて、水素供給パイプラインの整備等の取組みを推進

・トヨタ自動車と連携し、FCパッカー車・FC給食配送車の導入、FC救急車の実証 等

＜現行のパッカー車（環境局）・救急車（消防局）＞



★水素で走る給食配送車を導入
•

•



炭素吸収施策

森林環境整備事業 2,815万円【農林水産局】
・荒廃する恐れがある森林の間伐などの整備を実施

地域産材利用促進事業 3,513万円【農林水産局】
・ 身近で豊富な森林資源を″伐って、使って、植える″サイクルを回すため、関係者と連携し、
様々な施設に木材を活用

市営林造林保育事業 3,136万円【農林水産局】
・森林の維持及び環境保全のため、分収林の間伐等実施

木材を積極的に活用!～区役所編～

(R3年度事例)
区役所の玄関前広場に木製
デッキを整備（中央区役所）

(R4年度事例)
ふれあい広場に地域産材を
活用（城南区保健福祉センター）

第１弾

CO₂

O₂

木材を積極的に活用!
～公民館編～

活用イメージ

第２弾

西都北公民館の他、小学校や
市民の森の再整備にも
地域で育った木材を
活用していきます!

市有林を伐採、製材し、いつでも使えるようにストック!

伐採 製材 ストック

森林環境譲与税

森林環境譲与税



炭素吸収施策

福岡市博多湾ブルーカーボン・オフセット制度【港湾空港局】
・博多湾のアマモ場などの藻場による二酸化炭素の吸収・固定
を通じて温室効果ガスの削減を目指す
【2022年度実績】販売クレジット数量:45.9トン-CO2

森林によるカーボンオフセット推進事業【農林水産局】
・福岡市営林間伐をもとに、森林の二酸化炭素吸収量を
クレジット化したものを売却
【2022年度実績】販売クレジット数量:74トン-CO2

★都心の森１万本プロジェクト １億2,215万円【住宅都市局】
・緑豊かなまちづくりを推進するため、市民や企業と共働し、
都心部をはじめとして全市域における植樹運動を展開

★家庭から出る生ごみの資源化推進 966万円【環境局】
・家庭から出る生ごみの減量と資源化を推進するため、段ボールコンポスト等の
生ごみ堆肥化容器や電動生ごみ処理機の購入費用の一部を補助

・家庭で使いきれずに余った堆肥を市で回収し、一人一花運動につなぐ取組みを開始

段ボールコンポスト生ごみ（有機物） 土壌への炭素貯留、有機物の循環型利用の推進

アマモ場など エネルギー使用など

福岡市博多湾ブルーカーボン・オフセット制度



洪水・高潮・内水・土砂災害ハザードマップの提供
・区役所の窓口等におけるハザードマップの提供
災害時の電力確保
・公民館など168指定避難所にＥＶからの電力を供給可能とする設備を設置
・災害等による停電時には、EV庁用車や災害時連携
協定締結の自動車メーカーのEVを「動く蓄電池」
として活用し、避難所における電力確保を図る

・市清掃工場のバイオマス発電電力での充電による
継続性の確保、エネルギーの地産地消を推進

浸水対策事業
・「雨水整備レインボープラン天神」第２期事業

雨水管の整備（中部９号幹線等）
・「雨水整備Doプラン2026」

雨水管や側溝等の整備（令和４年度末、８地区完了）
再生水利用下水道事業の推進
供給区域:1,528ha（令和４年度43ha増）
供給箇所数:511箇所（令和４年度末時点）

温暖化による影響の回避・低減（適応策）

内水ハザードマップ
（博多駅周辺地区）

市民生活

自然災害

電気自動車から公民館への給電（イメージ）
自然災害

水資源

雨水管整備イメージ（中部２号幹線 内径5.00m）



熱中症対策の推進
「福岡市温暖化対策推進会議 熱中症対策部会」で
熱中症対策を全庁で推進
・暑さ指数予測情報のホームページへの掲載、
防災メール、LINEによる配信

・熱中症予防リーフレットなど啓発物の配布
・街頭ビジョンでの動画放映
・高齢者の見守り活動を行う地域ボランティアに、
暑さ指数計を提供し、熱中症予防の声かけ実施

など

暑熱環境に適応したライフスタイルの推進
・緑のカーテンコンテスト、
「住宅窓改修の手引き」を活用した広報を実施
【令和４年度実績】
緑のカーテン実施施設:市有施設207施設
緑のカーテンコンテスト応募者数:89件

緑のカーテンコンテスト 受賞作品

市民生活

健康

暑さ指数予測情報の
LINEによる配信

高齢者向け啓発チラシ

温暖化による影響の回避・低減（適応策）




